
(証券コード 8283)

第89期 定時株主総会
招 集 ご 通 知
開催日時 平成29年６月23日（金曜日）

午前10時 （受付開始：午前９時）

開催場所 大阪市中央区本町橋２番31号
シティプラザ大阪 ２階「旬」の間
※末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。

決議事項 第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案
第３号議案

取締役10名選任の件
監査役 １名選任の件

書面（議決権行使書）又はインターネットによる
議決権行使期限

平成29年６月22日（木曜日）午後５時30分まで
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（証券コード　８２８３)
平成29年６月１日

株主のみなさまへ
大阪市中央区本町橋２番46号

代表取締役社長　木村　清隆

第89期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第89期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く
ださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネットにより議決権を行
使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のう
え、平成29年６月22日（木曜日）午後５時30分までに議決権をご行使ください
ますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年６月23日（金曜日）午前10時 （受付開始：午前９時）

２．場 所 大阪市中央区本町橋２番31号
シティプラザ大阪 ２階「旬」の間
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第89期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

事業報告及び計算書類報告の件
決 議 事 項
第 １ 号 議 案 定款一部変更の件
第 ２ 号 議 案 取締役10名選任の件
第 ３ 号 議 案 監査役 １名選任の件

以　上
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議決権行使についてのご案内

当日株主総会へ
ご出席の場合 株主総会開催日時 平成29年６月23日（金曜日） 午前10時

同封の議決権行使書用紙を、当日会場受付にてご提出ください。
また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申しあげます。

郵送による
議決権の行使の場合 議決権行使期限 平成29年６月22日（木曜日） 午後５時30分

同封の議決権行使書用紙に、議案に対する賛否をご表示
のうえ、行使期限までに到着するようご返送ください。

インターネットによる
議決権の行使の場合 議決権行使期限 平成29年６月22日（木曜日） 午後５時30分

次頁の「インターネットによる議決権行使について」をご参照
のうえ、当社指定の議決権行使サイトにアクセスしていただ
き、行使期限までに議案に対する賛否をご入力ください。

複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い
(1) 郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットに

よる議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきます。
(2) インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された

内容を有効とさせていただきます。

郵送又はインターネットによる議決権の行使の場合には、
お早めにご行使くださいますようお願い申しあげます。
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インターネットによる議決権行使について

＜パソコンの場合＞

当社指定の議決権行使サイト
http://www.evote.jp/　へアクセスし、

「次の画面へ」をクリックします。

＜パソコンの場合＞

同封の議決権行使書用紙　右下部に記載の、
「ログインID」及び「仮パスワード」をご入力のうえ
「ログイン」をクリックします。

株主様以外の他人による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止す
るため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお願いする
ことになりますのでご了承ください。

パスワード変更画面が立ち上がりますので、
任意のパスワードをご登録のうえ､「送信」をクリックします。

以降は画面の案内に従って、議案に対する賛否をご入力ください。
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議決権行使サイトのご利用環境について
(1) 議決権行使サイトは、パソコン、スマートフォン又は携帯電話を用いたインターネッ

トのみでご利用いただけます。ただし、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを
休止いたします。

(2) 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金・パ
ケット通信料等）は、株主様のご負担となりますのでご了承ください。

(3) インターネットのご利用環境やご加入のサービス、ご利用の機種によっては、議決権
行使サイトをご利用いただけない場合があります。詳細につきましては、下記のヘル
プデスクへお問い合わせください。

＜ ヘルプデスク ＞
インターネットによる
議決権行使に関する

お問い合わせ

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部
電　　話　　0120－173－027（通話料無料）
受付時間　　午前９時 から 午後９時 まで

《 機関投資家のみなさまへ 》
事前のご利用申込みをいただくことにより、株式会社東京証券取引所等により設立された

株式会社ＩＣＪが運営する「議決権電子行使プラットフォーム」をご利用いただけます。

◎株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、下記のインターネット上の当社
　ホームページに掲載させていただきます。

◎株主総会決議ご通知につきましては、書面によるご送付に代えて、下記のインターネット上の当社
　ホームページに掲載させていただきますのでご了承ください。

当社ホームページ http://www.paltac.co.jp/
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株主総会参考書類

第１号議案　定款一部変更の件
１．変更の理由

　社内・社外の人材を問わず、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反
映することを目的に、必要に応じて取締役相談役を選定することが可能となるよう、現行
定款第20条（代表取締役・役付取締役）の一部変更を行うものであります。

２．変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示しております。）

現　行　定　款 変　更　案
（代表取締役・役付取締役）
第20条　取締役会は、その決議によって代表取締

役を選定する。

２　取締役会はその決議によって取締役社長
を選定し、必要に応じて取締役会長およ
び取締役副会長を若干名選定することが
できる。

（代表取締役・役付取締役）
第20条　取締役会は、その決議によって代表取締

役を選定する。

２　取締役会は、その決議によって取締役社
長を選定し、必要に応じて取締役会長、
取締役副会長および取締役相談役を若干
名選定することができる。
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第２号議案　取締役10名選任の件
取締役全員（10名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役10名

の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏　　　　名 現在の当社における地位、担当

１ 再任 み
三

き
木

た
田

 
　

くに
國

 
　

お
夫 代表取締役会長兼ＣＥＯ

２ 再任 もり
守

 
　

なが
永

 
　

 
　

 
　

ただし
雅 取締役副会長

３ 再任 き
木

 
　

むら
村

 
　

きよ
清

 
　

たか
隆 代表取締役社長兼ＣＯＯ

４ 再任 にの
二

 
　

みや
宮

 
　

くに
邦

 
　

お
夫 代表取締役副社長執行役員

５ 再任 みや
宮

 
　

い
井

 
　

よし
喜

 
　

あき
章 取締役専務執行役員 商品本部長

６ 再任 た
田

 
　

しろ
代

 
　

まさ
雅

 
　

ひこ
彦 取締役専務執行役員 財務本部長

７ 新任 かす
糟

 
　

たに
谷

 
　

せい
誠

 
　

いち
一 常務執行役員 営業本部長

８ 再任 よ
余

 
　

ごう
郷

 
　

かつ
勝

 
　

とし
利

社外取締役
独立役員

社外取締役

９ 新任 まつ
松

 
　

もと
本

 
　

 
　

 
　

りゅう
隆

社外取締役
独立役員  ―

10 新任 おお
大

 
　

いし
石

 
　

か
歌

 
　

おり
織

社外取締役
独立役員  ―
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候補者
番 号

氏　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 株 式
の 数

１

再任

み
三

き
木

た
田

 
　

くに
國

 
　

お
夫

（昭和18年10月23日生）

昭和41年３月 ㈱大粧（現 ㈱ＰＡＬＴＡＣ）入社

144,524株

平成２年12月 当社取締役営業本部第一営業部長
平成７年10月 当社常務取締役営業本部長
平成８年12月 当社代表取締役副社長営業本部長
平成10年12月 当社代表取締役社長
平成17年10月 ㈱メディセオ・パルタックホールディングス

(現 ㈱メディパルホールディングス)
代表取締役副社長

平成20年６月 同社取締役会長
平成21年６月 同社取締役相談役
平成22年６月 当社代表取締役会長最高経営責任者
平成24年６月 当社代表取締役会長兼ＣＥＯ（現任）
【取締役候補者とした理由】
　三木田國夫氏は、当社の営業部門で要職を歴任し、平成２年に取締役に就
任後、平成10年から平成22年まで代表取締役社長、平成22年から代表取締役
会長を務めており、経営者としての豊富な経験と幅広い見識、強いリーダー
シップを有しております。この豊富な経験及び実績を活かして、引き続き経
営全般の監督機能及び意思決定機能において十分な役割を果たすことができ
ると判断したため、選任をお願いするものであります。

２

再任

もり
守

 
　

なが
永

 
　

 
　

 
　
ただし

雅
（昭和23年５月１日生）

昭和42年３月 ㈱大粧（現 ㈱ＰＡＬＴＡＣ）入社

57,778株

平成10年12月 当社取締役東京支社リソース・マネジメント統括
兼横浜支社リソース・マネジメント統括補佐

平成15年12月 当社常務取締役総務本部長
平成18年10月 当社取締役専務執行役員管理統括本部長
平成24年６月 当社代表取締役副社長執行役員管理・ＣＳＲ担当
平成26年４月 当社代表取締役副社長執行役員管理担当
平成29年４月 当社取締役副会長（現任）
【取締役候補者とした理由】
　守永雅氏は、当社の管理部門で要職を歴任し、平成10年に取締役に就任後、
平成24年から平成29年まで代表取締役副社長として総務人事部門及び財務
部門等を統括しており、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有してお
ります。この豊富な経験及び実績を活かして、引き続き経営全般の監督機能
及び意思決定機能において十分な役割を果たすことができると判断したた
め、選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 株 式
の 数

３

再任

き
木

 
　

むら
村

 
　

きよ
清

 
　

たか
隆

（昭和29年４月18日生）

昭和48年３月 ㈱大粧（現 ㈱ＰＡＬＴＡＣ）入社

42,274株

平成12年12月 当社取締役九州支社長
平成17年12月 当社取締役常務執行役員東京支社長
平成24年６月 当社取締役専務執行役員東日本営業本部長

兼首都圏執行責任者
平成25年10月 当社取締役副社長執行役員営業統括本部長
平成26年４月 当社代表取締役社長兼ＣＯＯ 営業統括本部長
平成27年４月 当社代表取締役社長兼ＣＯＯ（現任）
【取締役候補者とした理由】
　木村清隆氏は、当社の営業部門で要職を歴任し、平成12年に取締役に就任
後、平成26年から代表取締役社長を務めており、経営者としての豊富な経験
と幅広い見識を有しております。この豊富な経験及び実績を活かして、引き
続き経営全般の監督機能及び意思決定機能において十分な役割を果たすこと
ができると判断したため、選任をお願いするものであります。

４

再任

にの
二

 
　

みや
宮

 
　

くに
邦

 
　

お
夫

（昭和31年２月22日生）

昭和53年４月 ㈱パルタック（現 ㈱ＰＡＬＴＡＣ）入社

27,304株

平成16年12月 当社執行役員商品本部長
平成20年４月 当社常務執行役員中国支社長
平成22年６月 当社専務執行役員近畿支社長
平成24年６月 当社取締役専務執行役員総務本部長
平成26年４月 当社取締役副社長執行役員西日本営業本部長

兼商品本部長
平成27年４月 当社取締役副社長執行役員営業統括本部長
平成28年６月 ㈱メディパルホールディングス取締役（現任）
平成29年４月 当社代表取締役副社長執行役員（現任）

　〔重要な兼職の状況〕
　　㈱メディパルホールディングス取締役
【取締役候補者とした理由】
　二宮邦夫氏は、当社の営業部門で要職を歴任し、平成24年に取締役に就任
後、現在は代表取締役副社長として経営全般の強化に努めており、経営者と
しての豊富な経験と幅広い見識を有しております。この豊富な経験及び実績
を活かして、引き続き経営全般の監督機能及び意思決定機能において十分な
役割を果たすことができると判断したため、選任をお願いするものでありま
す。
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候補者
番 号

氏　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 株 式
の 数

５

再任

みや
宮

 
　

い
井

 
　

よし
喜

 
　

あき
章

（昭和27年２月９日生）

昭和51年３月 ㈱大粧（現 ㈱ＰＡＬＴＡＣ）入社

32,229株

平成17年12月 当社執行役員ＬＣ事業部長
平成23年６月 当社常務執行役員ＬＣ事業本部長
平成24年６月 当社取締役専務執行役員ＬＣ・海外担当
平成27年４月 当社取締役専務執行役員海外事業本部長

兼㈱ハバクリエーション代表取締役社長
平成28年４月 当社取締役専務執行役員商品本部長（現任）
【取締役候補者とした理由】
　宮井喜章氏は、当社の営業部門で要職を歴任し、平成24年に取締役に就任
後、現在は取締役専務執行役員商品本部長として仕入全般に関する業務を統
括しており、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しております。こ
の豊富な経験及び実績を活かして、引き続き経営全般の監督機能及び意思決
定機能において十分な役割を果たすことができると判断したため、選任をお
願いするものであります。

６

再任

た
田

 
　

しろ
代

 
　

まさ
雅

 
　

ひこ
彦

（昭和31年８月22日生）

昭和54年４月 ㈱三星堂（現 ㈱メディパルホールディングス）

24,456株

入社
平成19年４月 当社中部支社営業統括部長
平成20年４月 当社執行役員財務本部副本部長
平成23年６月 当社常務執行役員財務本部長
平成26年４月 当社専務執行役員財務本部長
平成26年６月 当社取締役専務執行役員財務本部長（現任）
【取締役候補者とした理由】
　田代雅彦氏は、当社の営業部門及び財務部門で要職を歴任し、平成26年に
取締役に就任後、現在は取締役専務執行役員財務本部長として財務戦略を担
い、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しております。この豊富な
経験及び実績を活かして、引き続き経営全般の監督機能及び意思決定機能に
おいて十分な役割を果たすことができると判断したため、選任をお願いする
ものであります。
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候補者
番 号

氏　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 株 式
の 数

７

新任

かす
糟

 
　

たに
谷

 
　

せい
誠

 
　

いち
一

（昭和37年９月22日生）

昭和60年４月 ㈱パルタック（現 ㈱ＰＡＬＴＡＣ）入社

12,952株
平成23年６月 当社執行役員横浜支社長
平成25年４月 当社常務執行役員横浜支社長
平成26年６月 当社取締役常務執行役員横浜支社長
平成28年６月 当社常務執行役員営業本部長（現任）
【取締役候補者とした理由】
　糟谷誠一氏は、当社の営業部門で要職を歴任し、現在は常務執行役員営業
本部長として営業部門の強化に努めており、豊富な経験と幅広い見識を有し
ております。この豊富な経験及び実績を活かして、経営全般の監督機能及び
意思決定機能において十分な役割を果たすことができると判断したため、選
任をお願いするものであります。

８

再任

よ
余

 
　

ごう
郷

 
　

かつ
勝

 
　

とし
利

（昭和20年７月18日生）

社外取締役

独立役員

昭和43年４月 トヨタ自動車販売㈱（現 トヨタ自動車㈱）入社

5,548株

平成８年６月 同社第５車両部長
平成11年６月 大阪トヨペット㈱常務取締役
平成16年６月 トヨタファイナンス㈱代表取締役副社長
平成18年６月 トヨタ東京カローラ㈱代表取締役社長
平成23年６月 当社社外取締役（現任）
【社外取締役候補者とした理由】
　余郷勝利氏は、日本を代表する自動車製造関連企業の経営者としての豊富
な経験と幅広い見識を有しており、平成23年から社外取締役を務めておりま
す。引き続き独立した立場から、この豊富な経験及び実績を活かして、当社
の業務執行の監督や意思決定に参画いただけるものと判断したため、選任を
お願いするものであります。
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候補者
番 号

氏　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 株 式
の 数

９

新任

まつ
松

 
　

もと
本

 
　

 
　

 
　
りゅう

隆
（昭和27年６月26日生）

社外取締役

独立役員

昭和50年４月 ㈱西武百貨店（現 ㈱そごう・西武）入社

― 株

平成21年８月 同社取締役執行役員
平成22年１月 同社取締役常務執行役員
平成23年２月 同社取締役専務執行役員
平成25年３月 同社代表取締役社長（平成28年10月 退任）

　〔重要な兼職の状況〕
　　早稲田大学　評議員
　　公益財団法人日本デザイン振興会　評議員
【社外取締役候補者とした理由】
　松本隆氏は、大手百貨店に入社後、平成25年から平成28年まで代表取締役
社長を務めており、小売業界における経営者としての豊富な経験と幅広い見
識を有しております。この豊富な経験及び実績を活かして、独立した立場か
ら当社の業務執行の監督や意思決定に参画いただけるものと判断したため、
選任をお願いするものであります。

10

新任

おお
大

 
　

いし
石

 
　

か
歌

 
　

おり
織

（昭和52年４月21日生）

社外取締役

独立役員

平成13年10月 弁護士登録

― 株

平成13年10月 北浜法律事務所入所
平成25年１月 同事務所パートナー（現任）

　〔重要な兼職の状況〕
　　弁護士
【社外取締役候補者とした理由】
　大石歌織氏は、弁護士としての専門知識及び豊富な経験を有しており、企
業法務にも精通しております。同氏は、過去に会社経営に関与したことはあ
りませんが、独立した立場に加え女性の目線から当社の業務執行の監督や意
思決定に参画いただけるものと判断したため、選任をお願いするものであり
ます。
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（注）１．各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．㈱メディパルホールディングスは当社の親会社であります。取締役候補者 三木田國夫氏及び二宮邦夫氏の親会社

における現在又は過去の業務執行者としての地位及び担当につきましては、略歴、地位、担当及び重要な兼職の状
況欄に記載のとおりであります。

３．余郷勝利氏、松本隆氏及び大石歌織氏は、社外取締役候補者であります。
４．当社は、余郷勝利氏との間で、会社法第427条第１項に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任について、同

法第425条第１項に定める最低責任限度額を上限とする契約を締結しており、同氏の選任が承認可決された場合は、
当該契約を継続する予定であります。また、松本隆氏及び大石歌織氏の選任が承認可決された場合は、両氏との間
で、同様の責任限定契約を締結する予定であります。

５．余郷勝利氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって６
年となります。

６．当社は、余郷勝利氏を東京証券取引所の定める独立役員として届け出ており、同氏の選任が承認可決された場合は、
同氏を引き続き独立役員とする予定であります。また、松本隆氏及び大石歌織氏の選任が承認可決された場合は、
両氏を東京証券取引所の定める独立役員として届け出る予定であります。
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第３号議案　監査役１名選任の件
監査役 萩原庸介氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役１名の

選任をお願いするものであります。
なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

氏　　名
（生年月日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 株 式
の 数

新任

とよ
豊

 
　

た
田

 
　

かず
一

 
　

のり
憲

（昭和29年６月16日生）

昭和53年４月 ㈱三星堂（現 ㈱メディパルホールディングス）入社

18,124株
平成16年７月 同社執行役員
平成23年４月 当社専務執行役員経営企画本部長
平成24年６月 当社取締役専務執行役員経営企画本部長
平成26年４月 当社取締役専務執行役員ＣＳＲ推進本部長（現任）
【監査役候補者とした理由】
　豊田一憲氏は、当社の経営企画部門で要職を務め、平成24年に取締役に就任後、
現在は取締役専務執行役員ＣＳＲ推進本部長としてＣＳＲ活動全般の強化に努めて
おります。この経営者としての豊富な経験と幅広い見識を、当社の監査体制の強化
に活かすことができると判断したため、選任をお願いするものであります。

（注）監査役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

以　上
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メ　　モ

－ 14 －



（添付書類）
事　 業　 報　 告

( 平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで )

１．会社の現況に関する事項
⑴　事業の経過及び成果

　当事業年度におけるわが国経済は、各種政策効果等により、雇用環境の改善が続くな
かで、緩やかな景気回復基調で推移いたしました。
　化粧品・日用品、一般用医薬品業界においては、雇用環境の改善などを背景に、消費
マインドの改善に伴う個人消費の持ち直しなどにより、市場環境は堅調に推移いたしま
した。
　このような状況のなか、当社は「顧客満足の最大化と流通コストの最小化」をコーポ
レートスローガンに、人々の生活に密着した「美と健康」に関する商品をフルラインで
提供する中間流通業として、サプライチェーン全体の最適化・効率化を目指した取組み
を行っております。小売業の効果的な品揃えや販売活動を支援する営業体制の強化、及
び、安心・安全で高品質・ローコスト物流機能の強化を図り、平時の安定供給はもとよ
り有事の際にも「止めない物流」体制により、小売業ひいては消費者のみなさまへロー
コストかつ安定的に商品をお届けする取組みを行っております。
　当事業年度は「社会に真に必要とされる中間流通業に向けた取組み」をビジョンとす
る中期経営計画の２年目にあたり、重点戦略である情報提供力を高めるための「情報シ
ステムの強化」と業務の高度化・効率化を担う「人材の育成」により、社内の生産性は
もとより小売業・メーカーとの協働によるサプライチェーン全体の「さらなる生産性向
上」、そして安心・安全をベースとした営業・物流などの中間流通業としての「機能強
化」を加速することに取組み、持続的成長による企業価値向上に努めてまいりました。
　また、全国の市場の３分の１を占める最大市場の関東エリアにおいては「物流・営業・
管理」のそれぞれの視点から強化、改善に取組んでまいりました。物流面では、交通の
要衝である埼玉県白岡市において、「ＲＤＣ関東」の隣接地に「ＦＤＣ白岡」を平成29
年３月より稼働させ、生産性向上・出荷能力拡大を図りました。一方、営業・管理面で
は、関東エリアのコントロールセンターの役割を担う事務所ビルを東京都北区に開設し、
拠点の統合や仕入部門の強化などを図りました。
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　さらに、「（仮称）ＦＤＣ広島」（広島市佐伯区）の建設及び「ＲＤＣ沖縄」（沖縄
県うるま市）の増設など基盤強化に向けた設備投資を計画どおりに進めております。
　これらの結果、当事業年度の業績は、売上高9,220億95百万円（前期比7.2％増）、営
業利益191億29百万円（前期比18.8％増）、経常利益215億73百万円（前期比16.3％
増）、当期純利益146億5百万円（前期比22.4％増）となりました。
　なお、当社の事業区分は、単一事業区分のため事業区分情報の記載は省略しておりま
す。

（注）１．ＲＤＣ（Regional Distribution Center）とは、大型物流センターのことをいいます。
２．ＦＤＣ（Front Distribution Center）とは、発注頻度の高いケース商品を在庫し、ＲＤＣを支援する物流
　　センターのことをいいます。

　<商品分類別の売上高>
商 品 分 類 別 の 名 称 金 額

化 粧 品
百万円

237,685

日 用 品 394,913

医 薬 品 132,589

健 康 ・ 衛 生 関 連 品 143,764

そ の 他 13,141

売 上 高 計 922,095
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　<販売先業態別の売上高>
販 売 先 業 態 別 の 名 称 金 額

Ｄｒｕｇ ドラッグストア
百万円

576,085

ＨＣ ホームセンター 88,846

ＣＶＳ コンビニエンスストア 69,082

ＳＭ、ＳＳＭ スーパーマーケット、スーパースーパーマーケット 56,821

ＤＳ、Ｓｕ.Ｃ ディスカウントストア、スーパーセンター 53,161

ＧＭＳ ゼネラルマーチャンダイジングストア 42,730

その他 輸出、その他 35,365

売 上 高 計 922,095

⑵　設備投資の状況
　当事業年度中において実施いたしました設備投資の総額は97億91百万円であり、その
主なものは次のとおりであります。
　事務所ビルの取得　　　　　　東京支社（東京都北区）
　物流センターの新設　　　　　ＦＤＣ白岡（埼玉県白岡市）
　物流センター用地の取得　　　広島市佐伯区、沖縄県うるま市、新潟県見附市

⑶　資金調達の状況
　当事業年度における設備資金及び運転資金につきましては、自己資金及び金融機関か
らの借入金をもって充当し、増資、社債発行等による資金調達は行っておりません。

⑷　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑸　他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。
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⑹　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑺　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。

⑻　直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第 86 期

(平成26年３月期)

第 87 期

(平成27年３月期)

第 88 期

(平成28年３月期)

第 89 期
(当事業年度)

(平成29年３月期)

売 上 高 (百万円) 831,899 794,221 860,350 922,095

営 業 利 益 (百万円) 10,216 14,177 16,101 19,129

経 常 利 益 (百万円) 15,779 16,322 18,556 21,573

当 期 純 利 益 (百万円) 9,185 10,267 11,929 14,605

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 144.54 161.58 187.73 229.84

純 資 産 (百万円) 132,427 143,535 154,976 166,921

総 資 産 (百万円) 325,189 318,186 351,880 361,363

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 2,083.86 2,258.71 2,438.74 2,626.72
 

（注）第88期において会計方針の変更及び表示方法の変更を行っており、第87期については、当該会計方針の変更及び表示方
法の変更を反映した遡及適用・組替後の数値を記載しております。

⑼　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社との関係

　当社の親会社は株式会社メディパルホールディングスであり、同社は当社の株式
31,853千株（議決権比率50.20％）を保有しております。
　なお、同社との営業上の取引はありません。

②　重要な子会社の状況
　該当事項はありません。
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⑽　対処すべき課題
　当社を取り巻く環境は、少子高齢化社会の進展や人口減少による人材不足等の社会構
造の変化、及び価格競争の激化、小売業界におけるグループ化、企業統合等による再編
の加速化や異業種との合従連衡など市場構造の変化が目まぐるしく続くものと思われま
す。このような環境を背景に、生産・流通・小売のサプライチェーン全体での生産性向
上が求められ、その中間に位置する卸売業の役割・使命はますます大きくなっておりま
す。当社といたしましては、既成概念にとらわれることなく環境の変化に対応し、持続
的成長による企業価値向上に向けて邁進してまいります。
　当社は、以下の事項を対処すべき課題として認識し、中期経営計画等で取組んでおり
ます。
①　機能強化を支える『情報システムの強化』

　高度情報化社会に対応し、化粧品・日用品、一般用医薬品をフルラインで扱える強
みをより活かすために基幹システムをはじめとする既存システムの刷新・改善を行う
ことで、営業活動における「情報提供力、提案力」を強化できる体制整備を進めてま
いります。併せて、当社が持つ業界最大規模の情報を「数値の見える化」等により、
サプライチェーン全体の最適化・効率化に向けた取組みを加速させてまいります。

②　環境変化に耐えうる『さらなる生産性向上』
　社内の商品発注から納品に至るまでの全ての業務の見直しを継続的に推進し、生産
性向上に努めてまいります。国内最大市場である関東エリアにおいて、出荷能力向上
と既存センターとの連携による同エリア全体での生産性向上に努め、そこで培ったノ
ウハウを、全国の各センターに反映してまいります。同時に、業務集約など組織体制
の見直しを図り、将来の環境変化に左右されない効率の高い事業基盤を構築してまい
ります。

③　中間流通業としての『機能強化』
　当社が持つ「安心・安全」をベースとした営業力・物流力を活用し、小売業・メー
カーとの連携強化を図り、それぞれが利益を確保できる効果的な仕組み作りに取組み、
サプライチェーン全体における中間流通業としての価値を高めてまいります。また、
小売業・メーカーにおける収益・コスト改善等の様々なニーズに的確にお応えできる
体制を整え、営業のみならず物流部門、システム部門等の連携による、チーム営業体
制を強化してまいります。同時に自然災害などの有事の際にも「止めない物流」体制
を強化することで、生活必需品を扱う当社が、小売業ひいては消費者のみなさまにと
ってなくてはならない「社会インフラ企業」になりえるよう努めてまいります。

④　持続的成長を実現させる『人材の育成』
　商品を製造していない中間流通業において、「人材」は最大の経営資源であると認
識しております。次世代の育成や各個人のスキル・知識を向上させる取組みを実行す
るとともに、それらの有能な人材が活躍できる環境を整えることにより、業務の高度
化・効率化を図れる人材を確保してまいります。
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⑤　社内管理体制の強化
　ＣＳＲ（企業の社会的責任）に対する取組みは、企業の成長と存続を左右する重要
な課題と認識しております。当社としては、コーポレート・ガバナンス体制、リスク
マネジメント体制の一層の強化を図り、経営の透明性・健全性を確保してまいります。
また、社内管理体制の強化を図り、生産性の高い強固な企業体質の確立に努めてまい
ります。

⑾　主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
　当社は、化粧品・日用品、一般用医薬品等の販売、取引先の物流業務の受託を主要な
事業内容としております。

⑿　主要な事業所（平成29年３月31日現在）

　本　社　　　（大阪市中央区）

《支　社》
　北海道支社　（北海道北広島市） 　東北支社　　（宮城県白石市）
　東京支社　　（東京都北区） 　横浜支社　　（神奈川県座間市）
　名古屋支社　（愛知県春日井市） 　北陸支社　　（石川県能美市）
　近畿支社　　（大阪府泉大津市） 　中四国支社　（広島市安佐南区）
　九州支社　　（福岡県小郡市）

《物流拠点》
　ＲＤＣ北海道（北海道北広島市） 　ＲＤＣ宮城　（宮城県白石市）
　ＲＤＣ東北　（岩手県花巻市） 　ＲＤＣ関東　（埼玉県白岡市）
　ＲＤＣ東京　（千葉県浦安市） 　ＲＤＣ新潟　（新潟県見附市）
　ＲＤＣ横浜　（神奈川県座間市） 　ＲＤＣ中部　（愛知県春日井市）
　ＲＤＣ春日井（愛知県春日井市） 　ＲＤＣ北陸　（石川県能美市）
　ＲＤＣ近畿　（大阪府泉大津市） 　ＲＤＣ堺　　（堺市西区）
　ＲＤＣ中国　（広島市安佐南区）
　ＲＤＣ九州　（福岡県小郡市）

　ＲＤＣ四国　（香川県観音寺市）
　ＲＤＣ沖縄　（沖縄県うるま市）

（注）当社は、平成29年４月１日付をもって、ＲＤＣ中部をＲＤＣ中部第１センターに、ＲＤＣ春日井を
　　　ＲＤＣ中部第２センターに名称変更いたしました。
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⒀　使用人の状況（平成29年３月31日現在）
使 用 人 数 前事業年度末比増減数 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

2,221　名 24　名減 45.3　歳 17.9　年

（注）使用人数には、臨時雇用者（4,803名）は含まれておりません。

⒁　主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行
百万円

7,428

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 7,428

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,535
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２．株式の状況（平成29年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 180,000,000株
⑵　発行済株式の総数 63,553,485株
⑶　株主数 4,208名
⑷　大株主（上位11名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 メ デ ィ パ ル ホ ー ル デ ィ ン グ ス 千株
31,853

％
50.13

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口） 2,338 3.68

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口９） 1,580 2.49

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
（信託口） 1,440 2.27

Ｐ Ａ Ｌ Ｔ Ａ Ｃ 従 業 員 持 株 会 1,385 2.18

ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳＥ　ＢＡＮＫ
３８５６３２ 1,251 1.97

Ｊ ． Ｐ ．   　  Ｍ Ｏ Ｒ Ｇ Ａ Ｎ   　  Ｂ Ａ Ｎ Ｋ
ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ　Ｓ．Ａ．　３８０５７８ 872 1.37

資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社
（証券投資信託口） 779 1.23

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
（退職給付信託口・ライオン株式会社口） 606 0.96

小 林 製 薬 株 式 会 社 600 0.94

株 式 会 社 資 生 堂 600 0.94

（注）持株比率は自己株式（5,958株）を控除して計算しております。
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３．会社役員の状況
⑴　取締役及び監査役の状況（平成29年３月31日現在）

会社における地位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 三木田　國　夫 ＣＥＯ

代 表 取 締 役 社 長 木　村　清　隆 ＣＯＯ

代表取締役副社長執行役員 守　永　　　雅 管理担当

取 締 役 副 社 長 執 行 役 員 二　宮　邦　夫 営業統括本部長
（株式会社メディパルホールディングス取締役）

取 締 役 専 務 執 行 役 員 宮　井　喜　章 商品本部長

取 締 役 専 務 執 行 役 員 豊　田　一　憲 ＣＳＲ推進本部長

取 締 役 専 務 執 行 役 員 田　代　雅　彦 財務本部長

取 締 役 専 務 執 行 役 員 伊　東　宏　武 ＭＫ事業本部長

社 外 取 締 役 余　郷　勝　利

社 外 取 締 役 野　上　秀　子

常 勤 監 査 役 金　岡　幸　宏

常 勤 社 外 監 査 役 萩　原　庸　介

社 外 監 査 役 鈴　木　秀　夫

社 外 監 査 役 小　寺　陽　平 （弁護士）

社 外 監 査 役 亀　井　　　浩
（注）１．当社は、取締役 余郷勝利氏及び野上秀子氏並びに監査役 鈴木秀夫氏、小寺陽平氏及び亀井浩氏を東京証券取引所

の定める独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
２．平成29年４月１日付をもって、取締役の地位及び担当等の異動を行いました。

氏　名 異　動　前 異　動　後

守　永　　　雅 代表取締役副社長執行役員管理担当 取締役副会長

二　宮　邦　夫 取締役副社長執行役員営業統括本部長
兼 株式会社メディパルホールディングス取締役

代表取締役副社長執行役員
兼 株式会社メディパルホールディングス取締役

伊　東　宏　武 取締役専務執行役員ＭＫ事業本部長 取締役専務執行役員東京支社長
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⑵　事業年度中に退任した取締役
退任時の地位 氏　名 退任日 退任理由 退任時の担当

取 締 役 副 会 長 折　目　光　司 平成28年６月23日 任期満了

取 締 役 専 務 執 行 役 員 安　田　健　一 平成28年６月23日 任期満了 東京支社長

取 締 役 専 務 執 行 役 員 辻　本　欽　則 平成28年６月23日 任期満了 海外事業本部長 兼秘書室長

取 締 役 常 務 執 行 役 員 糟　谷　誠　一 平成28年６月23日 任期満了 営業本部長

取 締 役 常 務 執 行 役 員 野　間　正　裕 平成28年６月23日 任期満了 名古屋支社長

⑶　取締役及び監査役の報酬等の総額
区　　　　　　分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

名
15

（2）

百万円
581

（25）
監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

5
（4）

83
（58）

合 計
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 役 　 員 ）

20
（6）

665
（84）

（注）１．取締役及び監査役の報酬限度額は、次のとおりであります。
取締役：平成18年６月26日開催の第78期定時株主総会において、金銭による報酬として年額750百万円及び平成

21年６月23日開催の第81期定時株主総会において、社宅提供等による非金銭報酬20百万円と決議いただ
いております。

監査役：平成21年６月23日開催の第81期定時株主総会において、年額150百万円と決議いただいております。
　　　２．当社は、社宅提供等の非金銭報酬として、取締役に５百万円支給しております。(上記支給額に含まれております｡)

－ 24 －



⑷　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　他の法人等の重要な兼職の状況は以下のとおりであり、当社と兼職先との間には特
別な関係はありません。

区　分 氏　名 重 要 な 兼 職 の 状 況
社外監査役 小　寺　陽　平 弁護士

②　当事業年度における主な活動状況
区　分 氏　名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 余　郷　勝　利
当事業年度開催の取締役会18回の全てに出席し、主に自動車製造関連
企業の経営者としての経験を活かし、当社の決定や業務執行に対し、
独立した立場から意見を表明しております。

社外取締役 野　上　秀　子
当事業年度開催の取締役会18回の全てに出席し、小売業界において培
った経験を活かし、当社の決定や業務執行に対し、独立した立場から
意見を表明しております。

常 勤 社 外
監 査 役 萩　原　庸　介

当事業年度開催の取締役会18回のうち17回及び監査役会14回のうち
12回に出席し、主に当社の事業分野である一般用医薬品に対する専門
的見地から、当社のコンプライアンス体制の構築・維持について、適
宜、適切な発言を行い、常勤監査役の立場で往査を実施しております。

社外監査役 鈴　木　秀　夫
当事業年度開催の取締役会18回のうち17回及び監査役会14回の全て
に出席し、主に金融関連企業を中心とした経営者としての経験を活か
し、独立した立場から適宜、適切な発言を行っております。

社外監査役 小　寺　陽　平

当事業年度開催の取締役会18回の全て及び監査役会14回のうち13回
に出席し、弁護士としての豊富な経験と高い見識を活かし、当社のコ
ンプライアンス体制の構築・維持について、独立した立場から適宜、
適切な発言を行っております。

社外監査役 亀　井　　　浩
当事業年度開催の取締役会18回及び監査役会14回の全てに出席し、化
粧品関連製造企業での経営者としての経験を活かし、独立した立場か
ら適宜、適切な発言を行っております。

③　責任限定契約の内容の概要
　当社は、社外取締役 余郷勝利氏及び野上秀子氏並びに社外監査役 鈴木秀夫氏、小
寺陽平氏及び亀井浩氏との間で、それぞれ会社法第427条第１項に基づき、同法第423
条第１項の損害賠償責任について、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を上
限とする契約を締結しております。
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４．会計監査人の状況
⑴　名称　　有限責任 あずさ監査法人

⑵　報酬等の額
区 分 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
百万円

89

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 89

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の
額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を
記載しております。

２．当社監査役会は、取締役、社内関係部署並びに会計監査人より、当事業年度の監査方針、監査計画、監査の方法と
体制について資料を入手、報告を受け、その内容及び報酬見積りの算定根拠を確認、検討した結果、会計監査人の
報酬等の額は妥当と判断し、会社法第399条第１項の同意を行っております。

⑶　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社は、会計監査人の独立性及び専門性その他職務の遂行に支障があると認められる
場合、又は監査の適正性をより高めるために会計監査人の変更が妥当であると判断され
る場合には、監査役会が、株主総会に提出する会計監査人の選任及び解任並びに会計監
査人を再任しないことに関する議案の内容を決定いたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、
監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人
を解任した旨及び解任事由を報告いたします。

⑸　責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。
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５．業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要
　当社の業務の適正を確保するための体制について、取締役会において決議した内容の概
要及びその運用状況の概要は以下のとおりであります。

⑴　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①　事業展開の指標となる経営理念、会社の目標を定めるほか、取締役会規則に定める

経営上の重要事項については取締役会において決定する。さらに、その他の重要会議
において監査役の出席を求め、重要な決定についても日常的に監査役の監査を受ける。

②　内部統制の整備・充実を図るため、必要に応じ適宜に見直し、改善を図る。また、
その周知徹底によって経営の透明性と健全性を継続確保しながら、円滑な事業展開と
収益確保を通じ、企業価値を最大限に高めていくことをめざす。

⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　情報管理規則、個人情報取扱基準等の社内規程により、保存及び管理（廃棄を含む）
を適切に実施し、必要に応じて適宜に見直し等を行う。

⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　リスク管理体制については、損失発生の未然の防止や早期発見のため、情報管理規

則、情報セキュリティ・ポリシーをはじめ、リスクマネジメント基本規則、ＣＳＲ委
員会規則その他各種社内規程、ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成、
見直し等を行い、その周知徹底を図る。また、大規模地震等災害発生時の使用人の安
否や事業継続の可否を早期に把握するため、災害対策マニュアルや安否確認システム
を導入している。

②　通常業務については、代表取締役社長の直轄組織である監査部が内部業務監査を行
うものとし、リスクが現実化し、重大な影響が予測される場合は、代表取締役社長が
主体的役割を担う。

③　金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制報告制度への対応としては、ＣＳ
Ｒ推進本部が内部統制の維持・整備を進める部門とし、モニタリングを実施するため
の機能を、監査部に付加し、損失の危険を早期に発見することに努める。

④　反社会的勢力による経営活動への関与については、ＣＳＲ推進本部長のもと、同部
門において一元的に管理することにより防止を徹底する。

⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　経営組織及び職務分掌並びに職務の権限と責任を明確にするための社内規程を取締

役会において制定し、これに基づき組織的かつ効率的な企業運営を行う。
②　代表取締役社長は、決算会議・営業会議などの会議体を主催し、組織間の意思統一

や連携を図り、職務を執行する。
③　予算管理規則に基づき経営計画を策定し、ＩＴを活用した効率的な業務を行う。

－ 27 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

⑸　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①　社内規程を整備し、使用人に対し周知徹底を図るとともに、監査・モニタリング体

制を整備することにより、業務の適正を確保する。併せて、定期的な研修やＣＳＲ委
員会の活動を通じ、使用人に対して当社の社会的責任・法令遵守についての意識を啓
蒙する。

②　公益通報に関する窓口を社内及び社外に設置し、ガイドラインなどの制定を行うと
ともに、使用人に対し周知徹底を図る。

⑹　当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
①　当社は、子会社と相互に連携を図ることにより、上記⑴から⑸までの体制の構築、

運用、整備に努める。また、関係会社管理規則に則り、必要に応じて子会社に関係資
料等を提出させ、経営計画や事業戦略等の重要事項の事前承認を行う。

②　監査部は、当社及び子会社に対して統一的な監査基準のもとに内部業務監査を行い、
併せて財務報告に係る内部統制についても、必要に応じて有効性評価を実施する。

⑺　監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項
　監査役から求めのあった場合は、以下の事項に準拠した専任の補助すべき使用人を置
くこととする。
①　監査役の職務を補助すべき専任の使用人に関する人事は、監査役会の同意を必要と

する。
②　監査役の職務を補助すべき専任の使用人は、監査役の指揮命令に服するものとする。
③　取締役は当該補助すべき使用人に対して不当な制約を行うことにより、その独立性

を阻害することがないように留意する。

⑻　当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役等及び使用人又はこれらの者
から報告を受けた者が当社の監査役に報告するための体制
①　当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役等及び使用人は、各監査役

の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行う。
②　上記の報告及び情報提供の主なものは、次のとおりとする。

イ．経営状況
ロ．事業遂行状況
ハ．財務状況、月次・四半期・期末決算状況
ニ．監査部が実施した内部監査の結果
ホ．リスク管理の状況
ヘ．コンプライアンスの状況（内部通報された事実を含む）
ト．事故・不正・苦情・トラブルの状況
チ．業績の発表内容・重要開示書類の内容、その他対外的に公表する事実

③　当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役等及び使用人は、各監査役
の要請の有無を問わず、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したとき
は遅滞なく監査役に報告する。
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④　監査役へ報告した者に対して、当該報告したことを理由として不利な取扱いを行う
ことを禁止し、その旨を社内に周知徹底する。

⑼　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　代表取締役社長は、監査役と定期的に会合を持ち、対処すべき課題、当社を取り巻

く重要なリスク、監査上の重要課題等について意見交換を行う。
②　監査役からの要請があった場合、監査部及び会計監査人は監査役との会合等により

連携を図ること、また重要会議へ監査役が出席すること、さらに内部監査部門、法務
部門その他の管理部門は、監査役の補助を行うことなど、監査役の監査が実効的に行
われる体制の確保をする。

③　当社は、監査役が監査の実施のために所用の費用を請求するときは、当該請求に係
る費用が監査役の職務の遂行に必要でないと認められる場合を除き、これを拒むこと
はできない。

⑽　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度の上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の主な概要は以下のと
おりであります。
①　取締役会は18回開催し、法令及び定款等に定められた事項並びに予算の策定等経営

に関する重要事項を決定するとともに、取締役間の意思疎通を図り、相互に業務執行
を監督いたしました。

②　監査役会は14回開催し、監査方針及び監査計画を協議決定するとともに、取締役の
職務執行、法令及び定款等の遵守状況について監査いたしました。また、代表取締役
及び会計監査人との会合を持ち、緊密な連携を図り、意見交換を行いました。

③　内部統制委員会は適宜開催し、財務報告に係る内部統制の維持・整備を進めました。
内部統制監査及び内部業務監査については、実施計画に基づき監査部がモニタリング
を実施いたしました。
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６．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主のみなさまに対する利益配分と持続的成長による企業価値向上を経営の最
重要課題と認識しております。利益配分につきましては、資本政策における重要項目であ
るとの認識の下、財務基盤の強化と積極的な事業展開に必要な内部留保の充実を確保しつ
つ、安定した配当を継続して実施することを基本方針としております。当面は、配当性向
25％以上を目処とし、中長期的には業績拡大に応じた増配に努めてまいります。
　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており
ます。取締役会決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主
に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）を行うことができる旨
を定款に定めており、また同法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議によって
剰余金の配当を行うことができる旨も定款に定めております。
　当事業年度の配当金につきましては、上記方針に基づき、１株当たり年間配当金は前事
業年度に比べ６円増配し56円（中間配当金28円、期末配当金28円）といたしました。
　また、次事業年度の配当金につきましては、１株当たり中間配当金30円と期末配当金30
円を合わせ、年間配当金60円（４円増配）を予定しております。

---------------------------------------------------------------------------------------------------------
（注）本事業報告に記載の金額及び株式数は表示単位未満を切り捨てており、比率については四捨五入して表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成29年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 245,825 流 動 負 債 171,892
現 金 及 び 預 金 18,513 電 子 記 録 債 務 5,651
受 取 手 形 4,880 買 掛 金 128,501
売 掛 金 165,413 短 期 借 入 金 3,000
商 品 及 び 製 品 40,351 1年内返済予定の長期借入金 8,132
前 渡 金 637 リ ー ス 債 務 77
前 払 費 用 374 未 払 金 18,232
繰 延 税 金 資 産 1,145 未 払 費 用 294
未 収 入 金 14,307 未 払 法 人 税 等 4,231
そ の 他 277 前 受 金 27
貸 倒 引 当 金 △77 預 り 金 110

賞 与 引 当 金 2,026
固 定 資 産 115,538 返 品 調 整 引 当 金 192

有 形 固 定 資 産 92,466 そ の 他 1,415
建 物 38,057 固 定 負 債 22,549
構 築 物 1,428 長 期 借 入 金 15,444
機 械 及 び 装 置 9,544 リ ー ス 債 務 112
車 両 運 搬 具 61 繰 延 税 金 負 債 3,406
工 具 、 器 具 及 び 備 品 363 退 職 給 付 引 当 金 2,183
土 地 42,443 資 産 除 去 債 務 75
リ ー ス 資 産 176 長 期 預 り 金 1,057
建 設 仮 勘 定 391 そ の 他 270

負 債 合 計 194,442
無 形 固 定 資 産 895 純 資 産 の 部

の れ ん 482 株 主 資 本 158,217
ソ フ ト ウ エ ア 205 資 本 金 15,869
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 106 資 本 剰 余 金 27,827
電 話 加 入 権 84 資 本 準 備 金 16,597
そ の 他 16 そ の 他 資 本 剰 余 金 11,229

利 益 剰 余 金 114,528
投 資 そ の 他 の 資 産 22,176 利 益 準 備 金 665

投 資 有 価 証 券 20,674 そ の 他 利 益 剰 余 金 113,862
関 係 会 社 株 式 20 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 2,161
出 資 金 0 別 途 積 立 金 95,244
破 産 更 生 債 権 等 0 繰 越 利 益 剰 余 金 16,457
長 期 前 払 費 用 177 自 己 株 式 △7
前 払 年 金 費 用 937 評 価 ・ 換 算 差 額 等 8,704
差 入 保 証 金 253 その他有価証券評価差額金 8,692
そ の 他 117 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 11
貸 倒 引 当 金 △5 純 資 産 合 計 166,921

資 産 合 計 361,363 負 債 ・ 純 資 産 合 計 361,363
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書
(平成28年 4 月 1 日から

平成29年 3 月31日まで )
（単位：百万円）

科 目 金 額
売  上  高

商 品 売 上 高 911,176
そ の 他 売 上 高 10,918 922,095

売  上  原  価
商 品 売 上 原 価 841,759
そ の 他 売 上 原 価 8,987 850,746
売 上 総 利 益 71,348

販  売  費  及  び  一  般  管  理  費 52,218
営 業 利 益 19,129

営  業  外  収  益
受 取 配 当 金 268
情 報 提 供 料 収 入 1,646
不 動 産 賃 貸 料 135
助 成 金 収 入 300
そ の 他 409 2,760

営  業  外  費  用
支 払 利 息 194
不 動 産 賃 貸 費 用 45
業 務 委 託 契 約 解 除 費 用 54
そ の 他 22 317
経 常 利 益 21,573

特  別  利  益
固 定 資 産 売 却 益 0
投 資 有 価 証 券 売 却 益 10 10

特  別  損  失
固 定 資 産 売 却 損 0
固 定 資 産 除 却 損 64
減 損 損 失 116
そ の 他 17 197
税 引 前 当 期 純 利 益 21,386
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,807
法 人 税 等 調 整 額 △26 6,780
当 期 純 利 益 14,605

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで )

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金
利 益 剰 余 金
合 計固 定 資 産

圧 縮 積 立 金
別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 15,869 16,597 11,229 27,827 665 2,265 87,244 13,179 103,354 △7 147,043

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － △3,431 △3,431 △3,431

固定資産圧縮積立
金 の 取 崩 － △104 104 － －

別途積立金の積立 － 8,000 △8,000 － －

当 期 純 利 益 － 14,605 14,605 14,605

自 己 株 式 の 取 得 － － △0 △0

株 主 資 本 以 外
の 項 目 の 当 期
変 動 額 ( 純 額 )

－ － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △104 8,000 3,278 11,174 △0 11,173

当 期 末 残 高 15,869 16,597 11,229 27,827 665 2,161 95,244 16,457 114,528 △7 158,217
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（単位：百万円）

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 7,970 △37 7,932 154,976

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － △3,431

固定資産圧縮積立
金 の 取 崩 － －

別途積立金の積立 － －

当 期 純 利 益 － 14,605

自 己 株 式 の 取 得 － △0

株 主 資 本 以 外
の 項 目 の 当 期
変 動 額 ( 純 額 )

722 49 771 771

当 期 変 動 額 合 計 722 49 771 11,945

当 期 末 残 高 8,692 11 8,704 166,921

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券

①　子会社株式
及び関連会社株式

････････　移動平均法による原価法を採用しております。

②　その他有価証券
　時価のあるもの ････････　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は、移動平均法により算定）を採用しております。
　時価のないもの ････････　移動平均法による原価法を採用しております。

⑵　デリバティブ ････････　時価法を採用しております。
⑶　たな卸資産 ････････　移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用してお

ります。

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産
　　（リース資産を除く）

････････　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、
並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額
法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物　　　　　８～50年
　機械及び装置　８～12年

⑵　無形固定資産
　　（リース資産を除く）

････････　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。
⑶　リース資産 ････････　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
⑷　長期前払費用 ････････　均等償却を採用しております。

３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金 ････････　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

⑵　賞与引当金 ････････　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担相
当額を計上しております。

⑶　返品調整引当金 ････････　商品の返品による損失に備えるため、法人税法の規定に基づく繰入限度相当額を
計上しております。
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⑷　退職給付引当金 ････････　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき計上しております。

　①退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。
　②数理計算上の差異の費用処理方法

　各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により按分した額を、発生の翌事業年度から費用処理してお
ります。

４．ヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法 ････････　繰延ヘッジ処理によっております。

　為替予約については振当処理の要件を満たしている場合には振当処理を行ってお
ります。

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象 ････････　ヘッジ手段　　デリバティブ取引（為替予約取引）
　ヘッジ対象　　外貨建債務及び外貨建予定取引

⑶　ヘッジ方針 ････････　事業活動に伴う為替相場等変動によるリスクを低減させること、又はキャッシュ・
フロー固定化を目的としており、投機的な取引は行わない方針であります。

⑷　ヘッジ有効性評価の方法 ････････　為替予約について原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におい
て、ヘッジ対象の為替相場変動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計とを比較
し、両者の変動額等を基礎にして判定しております。ただし、ヘッジ手段とヘッ
ジ対象の資産・負債に関する重要な条件が同一である場合には、有効性が100％で
あることが明らかであるため、有効性の判定は省略しております。

　５．のれんの償却方法 ････････　５年間の定額法により償却を行っております。
　　　及び償却期間

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 ････････　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

－ 36 －



（会計方針の変更に関する注記）
平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32
号　平成28年６月17日）を当事業年度から適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償
却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による損益に与える影響は軽微であります。

（追加情報）
繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当事業年度から
適用しております。

（表示方法の変更に関する注記）
損益計算書

前事業年度において独立掲記していた「休止固定資産減価償却費」（当事業年度は０百万円）は、金額的重要性が乏しくな
ったため、当事業年度より、営業外費用の「その他」に含めて表示しております。

（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 45,880百万円

２．関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 0百万円
短期金銭債務 1百万円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

　営業取引による取引高
　売上高 0百万円
　仕入高 0百万円
　その他の営業費用 124百万円

　営業取引以外の取引による取引高
　その他営業外収益 15百万円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式

　普通株式 63,553,485 ― ― 63,553,485

合計 63,553,485 ― ― 63,553,485

自己株式

　普通株式(注) 5,858 100 ― 5,958

合計 5,858 100 ― 5,958
（注）自己株式の株式数の増加100株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金の支払額等

決議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成28年５月12日
取締役会 普通株式 1,652 26 平成28年３月31日 平成28年６月６日

平成28年10月28日
取締役会 普通株式 1,779 28 平成28年９月30日 平成28年12月２日

⑵　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり

配当額(円) 基準日 効力発生日

平成29年５月12日
取締役会 普通株式 1,779 利益剰余金 28 平成29年

３月31日
平成29年
６月２日
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 236百万円
賞与引当金 624百万円
貸倒引当金 25百万円
未払経費 264百万円
退職給付引当金 668百万円
投資有価証券評価損 389百万円
未払役員退職慰労金 82百万円
減損損失 299百万円
資産調整勘定 180百万円
その他 61百万円

繰延税金資産合計 2,834百万円
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △953百万円
その他有価証券評価差額金 △3,832百万円
前払年金費用 △287百万円
資産除去債務に対応する除去費用 △6百万円
その他 △14百万円

繰延税金負債合計 △5,094百万円
繰延税金資産（負債）の純額 △2,260百万円
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社は、主に化粧品・日用品、一般用医薬品卸売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行
借入）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また短期的な運転資金を銀行借入により
調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針で
あります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形、売掛金及び未収入金には、顧客及び取引先の信用リスクがあります。投資有価証券である
株式には、市場価格の変動リスクがあります。営業債務である電子記録債務、買掛金及び未払金は、１年以内の支払期
日であります。短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。長期借入金は主に設備投資に必要な資金の調達
を目的としたものであり、償還日は決算日後、５年以内であります。デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る
為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先物為替予約取引であります。
　なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針及びヘッジ有効性評価の方法等については、前述の
「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）４．ヘッジ会計の方法」をご覧ください。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、取引先との継続取引に伴う債権について、取引先との密な連携体制や社内債権管理の徹底、さらには取引
信用保険の加入等により貸倒発生のリスクを抑える活動を行っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業等）の財務状況等を把握し、取引先企業等との関係
を勘案して保有状況を定期的に見直しております。

デリバティブ取引は、「職務権限規則」に基づいて実行されております。当該実行は海外事業本部が対象としてい
る外貨建金銭債務の範囲内で行っており、毎月金融機関よりデリバティブ取引の実行残高通知を受領し、実績表との
突合にて一致の確認を行っております。また、これらの執行、管理状況について社内の監査部門が監査を実施してお
ります。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金繰計画を作成・更新することにより、流動性リスクを管理
しております。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれてお
ります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価
額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　平成29年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価
を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません((注）２．参照)。

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 時価 差額

⑴現金及び預金 18,513 18,513 ―
⑵受取手形 4,880 4,880 ―
⑶売掛金 165,413 165,413 ―
⑷未収入金 14,307 14,307 ―
⑸投資有価証券 19,957 19,957 ―

資産計 223,073 223,073 ―
⑴電子記録債務 5,651 5,651 ―
⑵買掛金 128,501 128,501 ―
⑶短期借入金 3,000 3,000 ―
⑷1年内返済予定の長期借入金 8,132 8,179 47
⑸未払金 18,232 18,232 ―
⑹長期借入金 15,444 15,335 △108

負債計 178,960 178,899 △61
デリバティブ取引(※)

①ヘッジ会計が適用されていないもの ― ― ―
②ヘッジ会計が適用されているもの 16 16 ―

デリバティブ取引計 16 16 ―
（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、（　）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
⑴現金及び預金、⑵受取手形、⑶売掛金、⑷未収入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており
ます。
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⑸投資有価証券
　これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。また、有価証券はその他有価証券として保有して
おります。
　その他有価証券の当事業年度中の売却額は160百万円であり、売却益の合計額は10百万円、売却損の合計額は13百万
円であります。また、その他有価証券において、種類ごとの貸借対照表計上額、取得原価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。

（単位：百万円）
種類 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

⑴株式 19,939 7,411 12,527
⑵債券
　①国債・地方債等 ― ― ―
　②社債 ― ― ―
　③その他 ― ― ―
⑶その他 ― ― ―

小計 19,939 7,411 12,527

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

⑴株式 17 17 △0
⑵債券
　①国債・地方債等 ― ― ―
　②社債 ― ― ―
　③その他 ― ― ―
⑶その他 ― ― ―

小計 17 17 △0
合計 19,957 7,429 12,527

負債
⑴電子記録債務、⑵買掛金、⑶短期借入金、⑸未払金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており
ます。

⑷1年内返済予定の長期借入金、⑹長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定す
る方法によっております。
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デリバティブ取引
①　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　該当事項はありません。
②　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

ヘッジ会計
の方法 取引の種類 主なヘッジ

対象
当事業年度(平成29年３月31日)

契約額等 うち１年超 時価

原則的処理方法
為替予約取引
買建
米ドル

買掛金 1,151 ― 16

合計 1,151 ― 16
（注）時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額
非上場株式(※1) 717
子会社株式(※2) 20

（※1）これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「⑸投資有価証
券」には含めておりません。

（※2）これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上記表上には記
載しておりません。

（注）３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 18,513 ― ― ―
受取手形 4,880 ― ― ―
売掛金 165,413 ― ― ―
未収入金 14,307 ― ― ―

合計 203,116 ― ― ―

（注）４．短期借入金及び長期借入金の決算日後の返済予定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

短期借入金 3,000 ― ― ― ― ―
1年内返済予定の
長期借入金 8,132 ― ― ― ― ―

長期借入金 ― 6,832 5,502 3,110 ― ―
合計 11,132 6,832 5,502 3,110 ― ―
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（賃貸等不動産に関する注記）
重要性が乏しいため、注記を省略しております。

（関連当事者との取引に関する注記）
１．関連当事者との取引

該当事項はありません。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記
⑴　親会社情報

株式会社メディパルホールディングス（東京証券取引所に上場）
⑵　重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 2,626円72銭
１株当たり当期純利益 229円84銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
減損損失に関する注記

当事業年度において、以下の資産又は資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失
（百万円）

神奈川県座間市 事業用資産 構築物 82
埼玉県春日部市 遊休資産 土地 26
東京都中央区 事業用資産 建物等 6
千葉県市川市 事業用資産 工具、器具及び備品 0
大阪府門真市 事業用資産 工具、器具及び備品 0
当社は、事業用資産については原則として支社又は物流センター単位で、賃貸資産及び遊休資産については個別物件単位

でグルーピングしております。
当社の保有する資産のうち、営業活動から生じる損益が継続してマイナスである資産及び遊休状態にあり今後使用が見込

まれない資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（116百万円）として特別損失に計上
しております。その内訳は、建物５百万円、構築物82百万円、工具、器具及び備品２百万円、土地26百万円であります。

なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しております。正味売却価額は、不動産鑑定士による
不動産鑑定評価額（売却予定の資産については売却予定価額）又は固定資産税評価額を基に算定した金額によっております。
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会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

平成29年５月９日
株式会社 ＰＡＬＴＡＣ
取締役会 御中

有 限 責 任　あ ず さ 監 査 法 人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 土　居　　正　明　㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 余　野　　憲　司　㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＰＡＬＴＡＣ
の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第89期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明
細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正
又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示
するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書
類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求め
ている。
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入
手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬
による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及
び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立
案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を
検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示
を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。
監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥
当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第89期事業年度の取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役
全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画
等に従い、取締役、執行役員、監査部その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収
集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本
社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会
社については、子会社に対し事業の報告を求め、その業務及び財産の状況を調査い
たしました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制その他株式会社及び子会社からなる企業集団の業務の適正を確
保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める
体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監
査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につ
いて検討いたしました。
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し
ているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な
事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい
ても、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

平成29年５月10日

株式会社 ＰＡＬＴＡＣ　監査役会

常勤監査役 金　　岡　　幸　　宏 ㊞
常勤監査役
（社外監査役） 萩　　原　　庸　　介 ㊞
社外監査役 鈴　　木　　秀　　夫 ㊞
社外監査役 小　　寺　　陽　　平 ㊞
社外監査役 亀　　井　　　　　浩 ㊞

以　上
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会場：大阪市中央区本町橋２番31号
シティプラザ大阪 ２階「旬」の間
電話　06－6947－7888
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交通：地下鉄　堺筋線・中央線「堺筋本町」駅①⑫番出口より徒歩　約７分
　　　地下鉄　谷町線・中央線「谷町四丁目」駅④番出口より徒歩　約８分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。


